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労働時間について

２

使用者の指揮命令下に置かれている時間
以下の時間は労働時間に含まれます。
（「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドライン」参照）

①使用者の指示により、業務に必要な準備行為（制服への着替え等）及び後始末
（清掃等）の時間

②労働から離れることが保障されていない状態で待機している時間（いわゆる
「手待ち時間」）

③参加することが業務上義務付けられている研修・教育訓練の時間

労働時間とは



法定労働時間・法定休日

３

1日8時間、週40時間

※特例対象事業場（商業、映画・演劇業、保険衛生業、接客娯楽業であって規模10人未満の事業
場）については週44時間
※変形労働時間制の採用により、法定労働時間である1日8時間、週40時間（44時間）を超えて労
働させても時間外労働とみなさない場合がある

1週間に1日の休日、ただし、4週4休とすることも可能

※1週間は基本的に日曜日から土曜日まで（事業場ごとに設定することも可）
※1日は基本的に深夜0時から翌日の0時までの24時間（例外あり）

法定労働時間

法定休日



時間外・休日労働に関する協定届

４

法定労働時間を超えて、若しくは法定休日に時間外・休日労働を行う必要がある場合
には
①労働者の過半数で組織する労働組合
②当該労働組合がない場合は労働者の過半数を代表する者

との間で

「時間外・休日労働に関する協定」（36協定）
を作成し、所轄労働基準監督署へ届け出ることが必要です。

届出に当たっては
①時間外又は休日の労働をさせる必要のある
具体的事由

②業務の種類
③労働者の数
④1日及び1日を超える一定の期間についての

延長することができる時間
⑤労働させることができる休日
について協定しておく必要があります。



変形労働時間制

５

変形労働時間制とは・・・
要件を満たした場合に、法定労働時間（1日8時時間、週40時間）を超えて労働し
ても、その一部を時間外労働とみなさない制度

①１か月単位の変形労働時間制
②１年単位の変形労働時間制
③フレックスタイム制
④１週間単位の非定型的変形労働時間制

の4種類があります

変形労働時間制の種類



１か月単位の変形労働時間制

６

１箇月以内の一定の期間内で、仕事に波がある場合などに、忙しい日（週）の労働
時間を長くする一方、忙しくない日（週）について、労働時間を短くし、期間内を平
均し１週間当たりの労働時間が法定時間以内となるようにする制度

・１箇月以内の一定の期間を定める
・変形期間を平均し１週間当たりの労働時間が法定労働時間を超えない範囲内に
おいて変形期間における各日、各週の労働時間を事前に特定する

・労使協定もしくは就業規則を作成し、所轄労働基準監督署長に届け出る
※特例対象事業場の場合、週の法定労働時間を４４時間として運用することができる

概要

要件



１か月単位の変形労働時間制 様式

７

協定書、協定届のほか

直近１か月分のシフト表
を所轄の監督署に提出する必要有



１年単位の変形労働時間制

８

１箇月を超え１年以内の一定の期間内で、仕事に波がある場合などに、忙しい日（週）の
労働時間を長くし、忙しくない日（週）について、労働時間を短くし、期間内を平均し１
週間当たりの労働時間が法定時間以内となるようにする制度。

・１箇月を超え１年以内の対象期間を定める
・対象期間を平均し、１週間当たりの労働時間が４０時間を超えない範囲内において、
あらかじめ労働日及び各労働日ごとの労働時間を事前に特定する（１日１０時間、週５
２時間、連続して労働させる日数は６日が上限）
※ただし、１箇月以上の複数の期間に区分することにした場合には、最初の期間における労働日及び当該

労働日ごとの労働時間並びにその他の各期間における労働日数及び総労働時間を規定すれば足りる
※特例対象事業場の場合でも、週の法定労働時間は４０時間として運用しなければならない

・労使協定を作成し、所轄労働基準監督署長に届け出る

概要

要件



１年単位の変形労働時間制 様式

９

協定書、協定届のほか、年間カレンダー
若しくは最初の期間における労働日及び当
該労働日ごとの労働時間並びにその他の各
期間における労働日数及び総労働時間を所
轄の監督署に提出する必要有



１年単位の変形労働時間制における
「その他の各期間における労働日数及び総労働時間」の記載例
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月 労働日数 総労働時間 月 労働日数 総労働時間

１月 19日 152時間 ７月 25日 200時間

２月 19日 152時間 ８月 25日 200時間

３月 22日 176時間 ９月 21日 168時間

４月 22日 176時間 １０月 22日 176時間

５月 22日 176時間 １１月 21日 168時間

６月 21日 168時間 １２月 20日 160時間

合計 259日 2072時間



フレックスタイム制
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始業・終業時刻を労働者の決定にゆだねる制度。フレキシブルタイム（労働者がそ
の選択により労働することができる時間帯）及びコアタイム（労働者が労働しなけ
ればならない時間帯）を設定することも可能。

・就業規則等において始業・終業時刻を労働者の決定に委ねる旨定める
・対象労働者の範囲、清算期間（１箇月。ただし法改正後は３箇月以内）、清算期間
における総労働時間、フレキシブルタイム及びコアタイムを設ける場合はその開
始・終了時刻を定める

・労使協定を作成する。清算期間が１か月を超える場合は所轄労働基準監督署長
への届け出が必要。

概要

要件



１週間単位の非定型的変形労働時間制
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日ごとの業務に著しい繁閑の差が生じることが多い業種について、一週間単位で
毎日の労働時間を弾力的に定める制度。

・小売業、旅館、飲食店の事業であって規模30人未満の事業場であること
・１週間の所定労働時間として週40時間以内の時間を定める

※特例対象事業場の場合でも、週の法定労働時間は４０時間として運用しなければならない

・1日10時間を限度として、原則として前週末までに翌週の各日の労働時間を書
面で通知する
・労使協定を作成し、所轄労働基準監督署長に届け出る必要有

概要

要件



変形労働時間制における時間外労働時間
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以下①～③が時間外労働となります。

①１日については８時間を超える時間を定めた場合はその時間、それ以外の日は
８時間を超えて労働した時間

②１週間については１週間の法定労働時間（４０若しくは４４時間）を超える時間を
定めた週はその時間、それ以外の週は１週間の法定労働時間を超えて労働し
た時間（①によって時間外労働となる時間を除く）

③変形期間については変形期間における法定労働時間の枠（週法定労働時間×
変形期間の日数／７日）を超えて労働した時間（①または②によって時間外労
働となる時間を除く）

１か月単位の変形労働時間制の場合



変形労働時間制における時間外労働時間
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以下①～③が時間外労働となります。

①労使協定で所定労働時間が１日８時間を超える時間をされている日については
その所定労働時間を超えた時間、所定労働時間が８時間以内とされている日
については８時間を超えた時間

②労使協定で所定労働時間が４０時間を超えるとされている週についてはその
所定労働時間を超えた時間、所定労働時間が４０時間とされている週につい
ては４０時間を超えた時間（ただし、①で時間外労働となる時間を除く）

③対象期間については次の式によって計算される対象期間における法定労働時
間の総枠を超えて労働した時間（ただし、①または②で時間外労働となる時間
を除く）

１年単位の変形労働時間制の場合

対象期間における法定労働時間の総枠 ＝ 40× 対象期間の週数
対象期間の日数

７
÷



変形労働時間制における時間外労働時間

15

フレックスタイム制は、清算期間を通算して、その清算期間に対応する法定労働時間を
超えない限り、1日について労働者が自主的に8時間を超えて働いても、また1週間に
ついて1週間の法定労働時間を超えて働いても時間外労働にならないという制度。
「清算期間における法定労働時間の総枠を超えた時間」が時間外労働。

時間外労働は
①事前通知により所定労働時間が8時間を超える時間とされている日についてはそ

の所定労働時間を超えた時間、所定労働時間が8時間以内とされている日につい
ては8時間を超えた時間

②1週間については、40時間を超えた時間

フレックスタイム制の場合

１週間単位の非定型的変形労働時間制の場合



労働時間の把握方法
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使用者には労働時間を適正に把握する責務があります。
そのために使用者は、労働者の労働日ごとの始業・終業時刻を確認し適正に記録
する必要があります。

①原則的な方法
・使用者が自ら現認することにより確認すること
・タイムカード、ＩＣカード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎
として確認し適正に記録すること

②やむを得ず自己申告制で労働時間を把握する場合
・労働者及び管理者に対し、自己申告制の適正な運用について十分な説明を行
うこと

・自己申告により把握した労働時間と入退場記録やパソコン等の使用時間に乖
離がある場合は実態調査を行い労働時間を補正すること

・自己申告できる時間数の上限を設ける等、適正な自己申告を阻害する措置を
設けてはならないこと



賃金台帳の調製
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使用者は、労働者ごとに賃金台帳の適正な調整をしなければいけません。

賃金台帳には

①氏名
②性別
③賃金計算期間
④労働日数
⑤労働時間数
⑥時間外、休日、深夜労働時間数
⑦基本給、手当その他賃金の種類ごとにその額
⑧賃金控除額

を記入する必要があります。



労働条件通知書（雇用契約書）
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労働条件通知書の交付義務

労働者を採用する場合には、必ず労働条件通知書（雇用通知書など）を労働者に交

付しなければなりません。 （労働基準法第15条）

令和６年４月の法改正

法改正により、以下の内容も労働条

件通知書で明示しなければならなく

なりました。

①就業場所・業務の変更の範囲

②更新上限の有無と内容 など



過労死等防止対策
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近年社会問題となっている過労死・過労自殺をなくすためには、長時間労働の削
減、パワハラの予防、年次有給休暇の取得促進、メンタルヘルス対策の強化など
に積極的に取組むことが必要です。

・ノー残業でデーやノー残業ウィークの設置
・年次有給休暇の取得促進
・変形労働時間制の導入
・従業員間の労働時間の平準化
・残業の事前承認制度の導入
・時間管理が評価される管理職及び一般従業員人事制度の導入
・労働時間の適正化に関する従業員教育の実施
・経営者主導の労働時間削減プロジェクトの実施
・ＩＴ環境の改善
・取引先等との発注方法、スケジュールなどの見直し

長時間労働削減のための取組（例）



過労死等防止対策
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長時間労働の削減事例については「働き方休み方改善ポータルサイト」をご利用く
ださい。



過重労働による健康障害防止対策

21

長時間労働には健康障害のリスクがあることが医学的に証明されています。

このため、健康診断の実施、健康診断の結果に基づく事後措置の実施、長時間労
働者への医師との面接指導の実施などの措置が必要となります。



過重労働による健康障害防止対策
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常時使用する労働者に対しては、１年以内ごとに１回、定期に、健康診断を実施
する必要があります。
※常時、深夜労働（22時～翌朝5時までの労働）に従事する労働者については6か月以内ごとに1回）
※健康診断の実施対象者は一週間の所定労働時間数が通常の労働者の３／４以上である労働者

健康診断の結果、異常の所見がある労働者については、健康保持のために必要
な就業上の措置について医師の意見を聴き、必要な事後措置を講じなければな
りません。
医師からの意見聴取は通常選任した産業医が行いますが、

産業医を選任する義務のない事業場（常時50人未満の労働者を
使用する事業場）では、地域産業保健センターの産業保健サービス
が活用できます。

健康診断及び事後措置の実施



管理監督者
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労働基準法第41条にて「監督もしくは管理の地位にある者」は労働時間、休憩、休
日、割増賃金などの原則が適用されない、とされています
※深夜労働に対する割増賃金は除く

労働条件の決定その他労務管理について経営者と一体的な立場にある者
「管理監督者」に当てはまるかどうかは、役職名ではなく、その職務内容、責任と
権限、勤務態様等の実態によって判断します

労基法の例外規定

「管理監督者」とは



管理監督者
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① 職務内容・責任・権限 ③ 賃金等の待遇
（１）採用 （１）基本給、役職手当等の優遇措置
（２）解雇 （２）支払われた賃金の総額
（３）人事考課 （３）時間単価
（４）労働時間の管理

② 勤務態様
（１）遅刻、早退等に関する取扱い
（２）労働時間に関する裁量
（３）部下の勤務態様との相違

「管理監督者」の判断要素

※これらの否定要素に当たらないも
のがあるからといって、直ちに「管理
監督者」として認められるというわけ
ではありません。



管理監督者

25

厚労省のパンフレットでも
７件中５件が飲食業の事例！

「多店舗展開する飲食業等
の店舗における管理監督
者」についての通達が発出

（H20年）



働き方改革推進支援助成金
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生産性を向上させ、時間外労働の削減、年次有給休暇や特別休暇の促進に向けた
環境整備に取り組む中小企業を支援する助成金です。

１．労働者災害補償保険の適用を受ける中小企業事業主であること。
２．年５日の年次有給休暇の取得に向けて、年休管理簿や就業規則等を整備して

いること。

① 労務管理担当者に対する研修 ② 労働者に対する研修、周知・啓発
③ 外部専門家によるコンサルティング ④ 就業規則・労使協定等の整備
⑤ 人材確保に向けた取組 など

対象事業主

助成対象となる取組



ポータルサイト
「スタートアップ労働条件」
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厚生労働省では事業者が簡単に労務管理・安全衛生管理診断を行うことができ
る「スタートアップ労働条件」というWEBサイトをインターネット上に開設していま
す。
設問に回答することで診断が行われ、診断結果を確認して業務の改善に生かす

ことが可能です。ぜひご活用ください。



年収の壁・支援強化パッケージ

28

人手不足への対応が急務となる中で、パート・アルバイトで働く方が「年収の壁」を意識せず、希

望どおり働くことができる環境づくりを支援するため、下記施策に取り組んでいます。

2026年10月に「106万円の壁」が撤廃される予定

①パート・アルバイトで働く方が、繁忙期に労働時間を延ばすなどにより、収入が一時的に上がっ

たとしても、事業主がその旨を証明することで、引き続き被扶養者認定が可能

②被扶養者認定時点で労働契約の内容（基本給および諸手当等）によって年間収入が130万円未

満であり、給与以外の収入がない場合には、被扶養者として取り扱う取扱いを新たに導入

③学生年代（19歳以上23歳未満）を対象として被扶養者認定基準を150万円に引上げ

「106万円の壁」への対応

「130万円の壁」への対応 その１



年収の壁・支援強化パッケージ
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「130万円の壁」への対応 その２

キャリアアップ助成金

「短時間労働者労働時間延長支援コース」

労働者を新たに被用者保険に加入させるとともに

収入増加の取組を行った事業主に助成



最低賃金の改定

30

令和７年10月２日より新潟県最低賃金額が改定されます
時給985円→時給1,050円（65円UP ）

①時給制の場合
時間給≧最低賃金額

②日給制の場合
日給÷1日の所定労働時間≧最低賃金額

③月給制
月給÷１箇月平均所定労働時間数≧最低賃金額

④出来高給
出来高給によって計算された賃金の総額÷総労働時間数≧最低賃金額

※複数の賃金形態を併用する場合はそれぞれの方法で計算してから合算する。

最低賃金額

最低賃金の計算方法 その１
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最低賃金の計算に当たり算入しない手当
①臨時に支払われる賃金（結婚手当など）
②1箇月を超える期間ごとに支払われる手当
（賞与など）

③時間外手当、休日労働及び深夜労働に対して
支払われる賃金（割増賃金など）

④精皆勤手当、通勤手当、家族手当
※割増賃金の計算にあたり算入しない手当とは異なるので注意 ・

月給制の場合（1日8時間、年間労働日数260日のケース）
8時間×260日

12か月

最低賃金の計算方法 その２

最低賃金の計算方法 その３

＝１７３．３３‥時間 × 1,050円 ＝ 182,000円
これ以上の支給が必要！
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Q．アルバイトから年次有給休暇の請求を受けた。アルバイト
に年次有給休暇はあるの？

A．

Q．アルバイトにも毎年健康診断を受けさせ
なければいけないの？

A．

年次有給休暇

健康診断
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Q．労働時間は何分単位で管理すればいいの？

A．

Q．残業代は何分単位で支払えばいいの？

A．

労働時間

残業時間数

飲食業の方からの相談事例
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Q．所定労働日数を減らしたい。どのように手続すべき？

A．

労働条件変更

飲食業の方からの相談事例
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